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2022年８月25日（木）、ロシアNIS貿易会は「ロシア市場からの撤退に伴う法的諸問題」と題する

報告会をリモートで開催した。ロシアによるウクライナ軍事侵攻と欧米日等による対ロ制裁の長期化

が確実視される状況下で、欧米を中心とする外資系企業の中には、ロシアでの事業活動を断念し、

撤退を表明する動きもでてきている。ロシアに進出した日本企業においては、まだ撤退を決めた企業

は少数にとどまっているが、今後戦争の長期化にしたがって、撤退を視野に入れる日本企業も増え

てくるものと思料される。 

本セミナーでは、これまで多くの日本企業に協力した実績をもつALRUD法律事務所（モスクワ）の

法律専門家が、ロシア市場からの撤退に伴う法律上の問題につき報告を行った。とくに今回は、

様々な撤退パターン（他企業への売却、マネージメント・バイ・アウト、会社の清算等）に関わる法律

上の特性に焦点をおいた解説がなされた。日ロ双方から174名（日本側から166名、ロシア側から８

名）が参加した。本号では、その報告要旨をご紹介することとしたい。 
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